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当資料の位置付け

　 当資料は、別途開示する「コンピュータ西暦２０００年問題　第一種電気通信事業者としての危機管理計画の雛型」＜１９９

９年４月１６日：社団法人　電気通信事業者協会＞を策定する迄のプロセスについて述べたものです。

危機管理計画策定の目的

社会インフラとしての通信は、国民の重要なライフラインであり、政府が定めた西暦２０００年問題の民間重要５分野（エネ

ルギー・交通・金融・医療・通信）のひとつとして位置付けられています。

　 当資料は、西暦2000年問題によって引き起こされる事態に対し、第一種電気通信事業者の責務として通信の疎通を確保

し、お客様に安定したサービスを提供することを主たる目的とした、危機管理計画の策定方法を述べたものです。

策定スケジュール

　　危機管理計画（第一版）を可能な限り６月末までに、遅くとも９月末までに策定して下さい。
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前提条件

当資料は、政府が開示した「コンピュータ西暦２０００年問題　企業のための危機管理計画　策定

の手引き」（1999年４月９日）を基に作られております。当資料に沿って危機管理計画を策定する

には、以下の前提条件を整えておく必要があります。

（１）西暦２０００年問題のとらえ方

　　西暦２０００年問題は、その範囲の広さや深刻さから、コンピュータ・システムの担当部門に限っ

た問題ではなく、企業経営の継続を左右しかねない経営問題であるという認識を、企業組織全体

で持つ必要があります。

（２）総点検の実施

  どのような資源（通信システム、コンピュータシステム等）を利用しており、その資源が西暦2000

年問題の影響を受ける可能性があるのか、受けるとしたら被る影響を最小限に止める対策は何か、

という総点検を行っておく必要があります。
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（３）推進体制の確立

  ・経営トップを責任者とする全社横断的な推進体制を確立します。

  ・推進体制を実現する為にﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾁｰﾑを設置し、対応方針の決定等を行います。

・ 実際の具体的な対応は、ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾁｰﾑと各実行担当部門との協力の下で行います。

（４）既存の災害対策マニュアルなどの活用

 問題発生時の復旧手順などについては、既存の災害対策マニュアルなどを加味すること

で、より現実的な危機管理計画を策定することが必要です。
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想定リスク

西暦2000年問題においては、以下の様なリスクがあることが指摘されています。

リスク回避の為に危機管理計画が必要です。

ﾘｽｸの種類 ﾘｽｸの内容 現象,原因など

事業ﾘｽｸ 通信サービスの提供を継続できなくな

ることによる経済的損失

◆基幹ｼｽﾃﾑの不稼働、誤作動

◆ﾍﾞﾝﾀﾞｰｻｰﾋﾞｽ体制の未整備

◆誤ﾃﾞｰﾀ等の発生

連鎖ﾘｽｸ 西暦2000年問題による異常が他の主

体に影響すること

◆各種ｲﾝﾌﾗの異常(電力,ｶﾞｽ,水道,通信等)

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ･ﾘｽｸ西暦2000年問題の対応の遅れ、対応

方法の非互換に起因する異常

◆西暦2000年問題対応が完了しなかったり、ｼｽﾃﾑ改修が遅延する場合

◆西暦2000年問題ﾃｽﾄによって発見できなかったｴﾗｰの存在

◆関連第三者における、未対応や、互換性のない対応方法の採用

◆ﾃｽﾄにおいて発生するﾄﾗﾌﾞﾙ

信用ﾘｽｸ 顧客減少

株主等への影響

契約上の西暦2000年問題ﾘｽｸ不担保

他社から損害賠償を訴えられること

ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ不遵守

通信事業者や通信ｼｽﾃﾑの名声を失う

◆お客様が西暦2000年問題の影響を恐れ解約する

◆西暦2000年問題対応状況による株主への影響

◆ﾍﾞﾝﾀﾞｰとの契約が、西暦2000年問題による損失を担保していない場合等に

　被る損失

◆西暦2000年問題対応漏れにより他社に発生した損害賠償を訴えられること

◆監督当局が求める最低限の遵守事項を守っていない場合

◆ 当社が実際に対応している、いないに関わらず、西暦2000年問題対応が

　 不十分とのﾚｯﾃﾙを貼られることによる顧客流出

◆市場としての対応ﾚﾍﾞﾙの懸念

◆ﾏｽｺﾐ報道、うわさ



危機管理を行う上で考慮すべき事項

危機管理計画はシステムに関わる特定部門だけでなく、全部門において下記の内容等を

考慮して作成する必要があります。

部門 行動他 作成すべきマニュアル内容他

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾁｰﾑ 管理レベルの判断

対応状況の把握　　　　緊急対策本部の招集

緊急対策本部設置

企画部門 他事業者との連絡手段確保

行政との連絡手段確保

他事業者との協調と、情報の収集

広報部門 マスコミとの連絡手段確保

株主向けの情報発信

一般情報発信

株主、顧客向けの情報発信

総務部門/人事部門 社員動員の判断

社員の安全確保と安否確認

治安情勢の把握と社員撤収の判断

海外派遣社員の連絡手段確保

法的措置の対応

治安情勢把握のための情報収集

社員の安全確保

経理部門 偶発事象発生時の緊急改修予算策定 緊急経費関係

営業部門

/支社支店

/ｶｽﾀﾏ-ｾﾝﾀ-

お客様対応

お客様情報発信/受信

(連絡手段が無い場合は、各支社支店において個別に行

動する必要あり)

お客様対応方法

技術部門 ｼｽﾃﾑ障害時の連絡手段,要員確保 障害対応、復旧等(社員,ﾒｰｶ動員含む)

ｼｽﾃﾑ部門 ｼｽﾃﾑ障害時の連絡手段,要員確保 障害対応、復旧等(社員,ﾒｰｶ動員含む)

ﾈｯﾄﾜｰｸｾﾝﾀｰ 障害発生検知/対応 障害対応、復旧等(社員,ﾒｰｶ動員含む)

＊　緊急対策本部の招集については、プロジェクトチームの判断で決めることとします。
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作成に入る前に

次頁以降は、具体的な危機管理計画の作成について述べたものです。

架空の通信事業者Ｄ社を例に作ったものであり、全ての通信事業者に当てはまる内容にはなって

おりません。したがって、実際に当資料を基に危機管理計画を作成する場合は、必要に応じて追加

すべきもの、削除すべきものがあります。

　 各頁の右上に政府が開示した「コンピュータ西暦２０００年問題　企業のための危機管理計画

策定の手引き」の頁数を入れました。より、理解を深めるために、当資料と付け合わせしながら読ん

で頂くことをお勧めします。

　 政府が開示した「コンピュータ西暦２０００年問題　企業のための危機管理計画策定の手引き」

は、社団法人　電気通信事業者協会　のホームページから入手可能です。

　　URL：http://www.tca.or.jp/



危機管理計画策定手順の概要

参照：「企業のための危機管理計画策定の手引き」　Ｐ１６

西暦2000年問題のための危機管理計画は、以下のステップに基づき策定できます。

ＳＴＡＲＴ

ＳＥＴＰ　１ ＳＴＥＰ　６

対象業務の選択 対策本部の体制・役割の決定

ＳＴＥＰ　２ ＳＴＥＰ　７

業務の流れの洗い出し 問題発生想定日の行動計画の策定

ＳＴＥＰ　３ ＳＴＥＰ　８

使用資源の整理 問題発生時の行動計画の策定

ＳＴＥＰ　４ ＳＴＥＰ　９

問題発生シナリオの想定 緊急連絡先の一覧化

ＳＴＥＰ　５ ＳＴＥＰ　１０

対応策の決定・詳細化 対策資源の準備計画の策定

ＧＯＡＬ：計画の文書化

－７－



参照「企業のための危機管理計画マニュアル」 P17

・業種    ：第一種電気通信事業
・システム ：伝送システム、交換システム、監視制御システム、請求システム、顧客管理システム、会計システム

＜Ｄ社をとりまく主要登場者と業務の流れ＞

Ｘ社電気
通信設備

Ｙ社

Ｚ個人

Ｋ社

Ｌ社

Ｍ個人

Ｎ個人

電気通信設備
伝送システム
交換システムなど

監視制御
システム

情報処理設備
請求システム
顧客管理システム
会計システムなど

営業拠点
カスタマーセンター

Ａ電力
会社

相互接続

電力・
空調設備

（電気通信事業Ｄ社）
・電気通信サービス

仕入先
Ｂ社

発注

納入
・加入契約
・機器販売
・問合わせ

受電

入出金、料金請求
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ＳＴＥＰ　１
対象業務の選択

＜作業の目的＞

第一種電気通信事業者の責務として「これだけは守らなくてはならない業務」について、まず
優先的に危機管理計画を策定することが必要です。その後、他の業務についても、問題発生
時の損害を最小限に抑える意味で策定します。

＜作業手順＞
　
主要業務を洗い出し、その重要度を３段階（Ａ／Ｂ／Ｃ）にランク分けします。

－９－



対象業務の選択
＜ワークシートＮＯ．１＞

参照：「企業のための危機管理計画策定の手引き」　Ｐ１９

　　通信の疎通の確保とお客様に安定したサービスを提供することを主たる目的に、下表の優先的に確保すべき度合いを考えました。

　　次ページ以降、Ａ及びＢランクの業務について危機管理計画策定の対象とします。

対象業務の一覧

ＮＯ． 主要業務名称 業務概要 優先的に確保

すべき度合い

1 資材調達業務 必要機器の購買／システム開発 Ｃ

2 営業業務 情報収集～提案～受注オペレーション Ｃ

3 回線開通業務 回線の設定～伝送路の設定 Ｃ

4 ｻｰﾋﾞｽ提供業務 通信の疎通／課金データ作成 Ａ

5 請求･回収業務 課金ﾃﾞｰﾀ受取～料金計算～請求･回収 Ｂ

6 会計業務 月次決算／年次決算 Ｃ

＊　優先的に確保すべき度合いのレベルの位置付け

Ａ　：　問題があった場合、その影響が通信の途絶を引き起こす可能性のあるレベル。
Ｂ　：　問題があった場合、通信の途絶以外でお客様に影響を与える可能性のあるレベル。

－１０－



ＳＴＥＰ　２
対象業務の流れの洗出し

＜作業の目的＞

ＳＴＥＰ　１で選択した危機管理計画策定対象業務について、その流れを具体的
に書き出す作業を行います。
この作業により、対象業務で使用する資源（社内の資源、社外の資源）を洗い出
すことができます。

＜作業手順＞
　
１．　業務手順を具体的に書き出してください。
２．　書き出したそれぞれの業務について、どのような資源（機械、システム）を使
　　　用しているかを書き出してください。
３．　同じ業務でも、複数の資源を使用している場合は、それぞれの資源を書き出
　　　してください。

－１１－



ｻｰﾋﾞｽ提供業務の流れの洗い出し
ワークシートＮＯ．２

　　　　　　　　　　　　　　　　参照：「企業のための危機管理計画策定の手引き」　Ｐ２１～Ｐ２４

業務手順一覧

業務名：　ｻｰﾋﾞｽ提供業務

手順通番 業務手順 使用する資源 資源通番 備考

Ｓ-① 伝送 伝送設備 Ｓ-０１
終端装置、多重化装置、クロスコネクト装置
回線切替装置

Ｓ-② 回線交換 交換設備（交換） Ｓ-０２
加入者系交換機、中継系交換機、ＦＲ交換機、
ＡＴＭ交換機

Ｓ-③ 中継伝送 無線設備 Ｓ-０３
無線送受信装置、回線切替装置、多重化装置

Ｓ-④ 中継伝送 線路設備 Ｓ-０４
光ファイバー、クロージャー

Ｓ-⑤ ﾃﾞｰﾀﾙｰﾁﾝｸﾞ ﾃﾞｰﾀ設備（ﾙｰﾀ・ｻｰﾊﾞ） Ｓ-０５
バックボーンルータ、ゲートウェイルータ、中継
ルータ　　各種サービスサーバ

Ｓ-⑥ 監視・制御 遠隔監視制御設備 Ｓ-０６
伝送路遠隔監視装置、トラフィック遠隔監視装置
交換機遠隔監視装置、電力遠隔監視装置

Ｓ-⑦ 課金データ作成 交換設備（課金） Ｓ-０７
加入者系交換機、中継系交換機

Ｓ-⑧ 給電 電源供給設備 Ｓ-０８
受電設備、整流器

Ｓ-⑨ 空調 空調設備 Ｓ-０９
エアコン、ファンヒーター、除湿機

＊　手順通番・資源通番の項目の“Ｓ”はＰ10の表「対象業務の一覧」の項目のNO．4ｻｰﾋﾞｽ提供業務を意味するＳＥＲＶＩＣＥの頭文字です。

＜注　釈＞
◆　手順通番　：　業務の手順それぞれに通番を付与します。
◆　業務手順　：　業務の手順をできるだけ詳しく分けて記入します。
◆　使用する資源　：　業務手順で使用する資源（道具）について記入します。
◆　資源通番　：　使用する資源について通番を付与します。同じ資源は同一通番とします。

－１２－



請求・回収業務の流れの洗い出し
＜ワークシートＮＯ．２＞
　　　参照：「企業のための危機管理計画策定の手引き」　Ｐ２１～Ｐ２４

業務手順一覧

業務名：　請求・回収業務　　

手順通番 業務手順 使用する資源 資源通番 備考

Ｂ-① 課金ﾃﾞｰﾀの取得・料金計算 顧客管理／料金計算システム Ｂ-０１ データの変換・伝送

Ｂ-② 請求書作成 請求書作成システム Ｂ-０２ 請求書作成／印字

Ｂ-② 請求書作成 請求書作成用部材 Ｂ-０３ 請求書用紙／請求書用封筒

Ｂ-③ 請求書発送 郵便局 Ｂ-０４ 請求書の運搬

Ｂ-④ 口座振替 金融機関 Ｂ-０５ 振替結果情報のデータ作成

Ｂ-⑤ 入金管理 顧客管理／料金計算システム Ｂ-０１ 滞納管理、売上計上データ作成

Ｂ-⑥ 給電 電源供給設備 Ｂ-０６ 受電設備、整流器

Ｂ-⑦ 空調 空調設備 Ｂ-０７ エアコン、ファンヒーター、除湿機

＊　手順通番・資源通番の項目の“B”はＰ10の表「対象業務の一覧」の項目のNO．5請求・回収業務を意味するＢＩＬＬＩＮＧの頭文字です。

＜注　釈＞
◆　手順通番　：　業務の手順それぞれに通番を付与します。
◆　業務手順　：　業務の手順をできるだけ詳しく分けて記入します。
◆　使用する資源　：　業務手順で使用する資源（道具）について記入します。
◆　資源通番　：　使用する資源について通番を付与します。同じ資源は同一通番とします。

－１３－



ＳＴＥＰ　３
使用資源の整理

＜作業の目的＞

ＳＴＥＰ　２の業務手順の記述から洗い出された資源の整理を行います。

この作業により、危機管理計画の対象となる資源（社内・社外共）が明確
になります。

＜作業手順＞
　
１．　前ページの表の「資源通番」を基に、資源の抽出を行います。
２．　資源の所在（内部／外部）を区分します。
３．　サービス提供者を具体的に書き出します。
４．　同じ資源を使用している全ての業務を書き出します。

－１４－



ｻｰﾋﾞｽ提供業務使用資源の整理
＜ワークシートＮＯ．３＞

　　　　　　　　　　　　　　　　　　参照：「企業のための危機管理計画策定の手引き」　Ｐ２７

使用資源一覧

業務名：　ｻｰﾋﾞｽ提供業務　　

資源通番 資源名称 所在 ｻｰﾋﾞｽ提供者名称 使用業務

Ｓ-０１ 伝送設備 内部／外部 Ａ社 Ｂ社 Ｓ-①

Ｓ-０２ 交換設備（交換） 内部 Ｃ社 Ｅ社 Ｓ-②

Ｓ-０３ 無線設備 内部 Ｆ社 Ｇ社 Ｓ-③

Ｓ-０４ 線路設備 内部 Ｈ社 Ｉ社 Ｓ-④

Ｓ-０５ ﾃﾞｰﾀ設備（ﾙｰﾀ・ｻｰﾊﾞ） 内部／外部 Ｊ社 Ｋ社 Ｓ-⑤

Ｓ-０６ 遠隔監視制御設備 内部 Ｌ社 Ｍ社 Ｓ-⑥

Ｓ-０７ 交換設備（課金） 内部 Ｎ社 Ｏ社 Ｓ-⑦

Ｓ-０８ 電源供給設備 外部 Ｐ社 Ｑ社 Ｓ-⑧

Ｓ-０９ 空調設備 内部 Ｒ社 Ｓ社 Ｓ-⑨

＜注　釈＞
◆　資源通番、資源名称、使用業務　：　ワークシートＮＯ．２より転記します。
◆　所在　：　社内にある資源、社外にある資源を区分します。
◆　サービス提供業者名称　：　機器のベンダーやサービス提供業者などを記入します。　　

－１５－



請求・回収業務使用資源の整理
＜ワークシートＮＯ．３＞
　　　　　　　　　参照：「企業のための危機管理計画策定の手引き」　Ｐ２７

使用資源一覧

業務名：　請求・回収業務　　

資源通番 資源名称 所在 ｻｰﾋﾞｽ提供者名称 使用業務

Ｂ-０１ 顧客管理／料金計算システム 内部 ａ社 ｂ社 Ｂ-①

Ｂ-０１ 顧客管理／料金計算システム 内部 ｃ社 ｅ社 Ｂ-⑤

Ｂ-０２ 請求書作成システム 内部／外部 ｆ社 ｇ社 Ｂ-②

Ｂ-０３ 請求書作成用部材 内部／外部 ｈ社 ｉ社 Ｂ-②

Ｂ-０４ 郵便局 外部 ｊ局 ｋ局 Ｂ-③

Ｂ-０５ 金融機関 外部 ｌ銀行 ｍ銀行 Ｂ-④

Ｂ-０６ 電源供給設備 外部 ｎ社 ｏ社 Ｂ-⑥

Ｂ-０７ 空調設備 内部 ｐ社 ｑ社 Ｂ-⑦

＜注　釈＞
◆　資源通番、資源名称、使用業務　：　ワークシートＮＯ．２より転記します。
◆　所在　：　社内にある資源、社外にある資源を区分します。
◆　サービス提供業者名称　：　機器のベンダーやサービス提供業者などを記入します。　　

－１６－



ＳＴＥＰ　４　①
問題発生シナリオの想定

＜作業の目的＞

各資源がどの程度の頻度で業務に使用され、どの程度の期間停止したら業
務に大きな支障を来すかを定義します。
ＳＴＥＰ　３の表を基に、「使用頻度」と「許容停止期間」の設定を行います。

第一種電気通信事業者の提供するサービスは、社会の重要なライフラインで
あるという認識のもとに、通信の疎通に関する部分については基本的に停止
を許容できないものと考えました。

尚、通信の疎通に関してはベンダーへの確認、自社内での模擬テストなどに
より問題がないことを確認しておりますが、万一、不測の事態により問題が
発生した場合を想定し、対応策を準備することとします。

＜作業手順＞
　
各資源の「使用頻度」を書き出し、「許容停止期間」の設定を行います。

－１７－



問題発生ｼﾅﾘｵの想定①　ｻｰﾋﾞｽ
＜ワークシートＮＯ．４＞

　　　　　　　　　　参照：「企業のための危機管理計画策定の手引き」　Ｐ２９・Ｐ３０

許容停止期間設定一覧

業務名：　ｻｰﾋﾞｽ提供業務　　

資源通番 資源名称 使用業務 使用頻度 許容停止期間

Ｓ-０１ 伝送設備 Ｓ-① 常時 無し

Ｓ-０２ 交換設備（交換） Ｓ-② 常時 無し

Ｓ-０３ 無線設備 Ｓ-③ 常時 無し

Ｓ-０４ 線路設備 Ｓ-④ 常時 無し

Ｓ-０５ ﾃﾞｰﾀ設備（ﾙｰﾀ・ｻｰﾊﾞ） Ｓ-⑤ 常時 無し

Ｓ-０６ 遠隔監視制御設備 Ｓ-⑥ 常時 数時間

Ｓ-０７ 交換設備（課金） Ｓ-⑦ 常時 数時間～１日程度

Ｓ-０８ 電源供給設備 Ｓ-⑧ 常時 数時間～１日程度

Ｓ-０９ 空調設備 Ｓ-⑨ 常時 数時間

＜注　釈＞
◆　資源通番、資源名称、使用業務　：　ワークシートＮＯ．３より転記します。
◆　使用頻度　：　その資源を使用する頻度を記入します。
◆　許容停止期間　：　その資源が障害により停止した場合に許容できる期間を記入します。

－１８－



問題発生ｼﾅﾘｵの想定①　請求回収
＜ワークシートＮＯ．４＞
　　参照：「企業のための危機管理計画策定の手引き」　Ｐ２９・Ｐ３０

許容停止期間設定一覧

業務名：　請求・回収業務　　

資源通番 資源名称 使用業務 使用頻度 許容停止期間

Ｂ-０１ 顧客管理／料金計算システム Ｂ-① 毎日 数時間

Ｂ-０１ 顧客管理／料金計算システム Ｂ-⑤ 毎日 数時間

Ｂ-０２ 請求書作成システム Ｂ-② 請求時 数時間

Ｂ-０３ 請求書作成用部材 Ｂ-② 請求時 2ヶ月

Ｂ-０４ 郵便局 Ｂ-③ 請求時 １週間

Ｂ-０５ 金融機関 Ｂ-④ 請求時 数時間

Ｂ-０６ 電源供給設備 Ｂ-⑥ 常時 数時間～１日程度

Ｂ-０７ 空調設備 Ｂ-⑦ 常時 数時間

＜注　釈＞
◆　資源通番、資源名称、使用業務　：　ワークシートＮＯ．３より転記します。
◆　使用頻度　：　その資源を使用する頻度を記入します。
◆　許容停止期間　：　その資源が障害により停止した場合に許容できる期間を記入します。

－１９－



ＳＴＥＰ　４　②
問題発生シナリオの想定

＜作業の目的＞

資源毎に情報を収集し、西暦2000年問題による障害発生の可能性の有無
を確認します。可能性の有る資源については、その対策状況を確認します。

対策状況を確認する理由は次の通りです。

１．　対策状況により、その資源が西暦2000年問題で機能を停止する期間
　　　の想定が変わり、問題発生時の対応策も変わります。
２．　対策が遅れている資源については、問題発生時の対応策の他に軽減
　　　策を考える必要性が出てくる場合があります。

＜作業手順＞
　
１．　資源の提供者（メーカーやベンダー等）より西暦2000年問題の対策情
　　　報を入手してください。
２．　情報の収集は、公開情報（マスメディアやインターネットホームページ）
　　　も活用します。
３．　模擬テストの結果等も書き出します。

－２０－



問題発生ｼﾅﾘｵの想定②　ｻｰﾋﾞｽ
＜ワークシートＮＯ．５＞

　　　　　参照：「企業のための危機管理計画策定の手引き」　Ｐ３３

対策状況確認一覧

業務名：　ｻｰﾋﾞｽ提供業務　　

資源通番 資源名称 ｻｰﾋﾞｽ提供者名称 確認結果
確認日 ２０００年問題 対策状況

との関係

Ｓ-０１ 伝送設備 Ａ社 Ｂ社 ××××年×月×日 極めて希薄 99年6月に模擬テスト予定

Ｓ-０２ 交換設備（交換） Ｃ社 Ｅ社 ××××年×月×日 極めて希薄 99年6月に模擬テスト予定

Ｓ-０３ 無線設備 Ｆ社 Ｇ社 ××××年×月×日 極めて希薄 99年6月に模擬テスト予定

Ｓ-０４ 線路設備 Ｈ社 Ｉ社 ××××年×月×日 極めて希薄 99年6月に模擬テスト予定

Ｓ-０５ ﾃﾞｰﾀ設備（ﾙｰﾀ・ｻｰﾊﾞ） Ｊ社 Ｋ社 ××××年×月×日 関係あり 99年6月に模擬テスト予定

Ｓ-０６ 遠隔監視制御設備 Ｌ社 Ｍ社 ××××年×月×日 関係あり 99年6月に模擬テスト予定

Ｓ-０７ 交換設備（課金） Ｎ社 Ｏ社 ××××年×月×日 関係あり 99年5月に模擬テスト予定

Ｓ-０８ 電源供給設備 Ｐ社 Ｑ社 ××××年×月×日 関係あり 対応確認中

Ｓ-０９ 空調設備 Ｒ社 Ｓ社 ××××年×月×日 関係なし ベンダーに確認済み

＜注　釈＞
◆　資源通番、資源名称、サービス提供者名称　：　ワークシートＮＯ．３より転記します。
◆　確認日　：　対策状況を確認した日付を記入します。
◆　2000年問題との関係　：　確認を行って2000年問題との関係の有無を記入します。
◆　対策状況　：　2000年問題対策の実施状況の確認結果を記入します。

－２１－



問題発生ｼﾅﾘｵの想定②　請求回収
＜ワークシートＮＯ．５＞

　　　　　参照：「企業のための危機管理計画策定の手引き」　Ｐ３３

対策状況確認一覧

業務名：　請求・回収業務　　

資源通番 資源名称 ｻｰﾋﾞｽ提供者名称 確認結果
確認日 2000年問題 対策状況

との関係

Ｂ-０１

顧客管理／料金計算システム

ａ社 ｂ社 ××××年×月×日 関係あり 99年6月に模擬ﾃｽﾄ予定

Ｂ-０１

顧客管理／料金計算システム

ｃ社 ｅ社 ××××年×月×日 関係あり 99年3月に模擬ﾃｽﾄ完了

Ｂ-０２ 請求書作成システム ｆ社 ｇ社 ××××年×月×日 関係あり
99年3月に改修ｿﾌﾄｳｪｱ

のｲﾝｽﾄｰﾙ完了

Ｂ-０３ 請求書作成用部材 ｈ社 ｉ社 ××××年×月×日 関係あり 99年3月に模擬ﾃｽﾄ完了

Ｂ-０４ 郵便局 ｊ局 ｋ局 ××××年×月×日 関係あり 対応確認中

Ｂ-０５ 金融機関 ｌ銀行 ｍ銀行 ××××年×月×日 関係あり 対応確認中

Ｂ-０６ 電源供給設備 ｎ社 ｏ社 ××××年×月×日 関係あり 対応確認中

Ｂ-０７ 空調設備 ｐ社 ｑ社 ××××年×月×日 関係なし ベンダーに確認済み

＜注　釈＞
◆　資源通番、資源名称、サービス提供者名称　：　ワークシートＮＯ．３より転記します。
◆　確認日　：　対策状況を確認した日付を記入します。
◆　2000年問題との関係　：　確認を行って2000年問題との関係の有無を記入します。
◆　対策状況　：　2000年問題対策の実施状況の確認結果を記入します。

－２２－



ＳＴＥＰ　４　③
問題発生シナリオの想定

＜作業の目的＞

各資源の対策を考える為に、西暦2000年問題発生の可能性と、問題が発生
した場合の復旧迄の目標時間を設定します。

＜作業手順＞
　
１．　資源を、西暦2000年問題との関係の有無で二分します。

２．　問題発生の可能性を大／中／小／極小に区分します。

（１）対策の進捗状況が悪い資源については、問題発生の可能性が高い
ものと判断されます。

（２）対策情報を公開していない場合も、問題発生の可能性が高いものと
判断されます。

３．　問題が発生した場合の復旧迄の目標時間を設定します。

－２３－



問題発ｼﾅﾘｵの想定③　ｻｰﾋﾞｽ
＜ワークシートＮＯ．６＞

　　　　　　　　　　　　　　参照：「企業のための危機管理計画策定の手引き」　Ｐ３５

問題発生想定一覧

業務名：　ｻｰﾋﾞｽ提供業務　　

資源通番 資源名称 ｻｰﾋﾞｽ提供者 確認結果 当社判断
名称 対策状況 問題発生 問題が発生した場合

の可能性 の復旧迄の目標時間

Ｓ-０１ 伝送設備 Ａ社 Ｂ社 99年6月に模擬テスト予定 極小 数時間

Ｓ-０２ 交換設備（交換） Ｃ社 Ｅ社 99年6月に模擬テスト予定 極小 数時間

Ｓ-０３ 無線設備 Ｆ社 Ｇ社 99年6月に模擬テスト予定 極小 数時間

Ｓ-０４ 線路設備 Ｈ社 Ｉ社 99年6月に模擬テスト予定 極小 数時間

Ｓ-０５ ﾃﾞｰﾀ設備（ﾙｰﾀ・ｻｰﾊﾞ） Ｊ社 Ｋ社 99年6月に模擬テスト予定 小 数時間

Ｓ-０６ 遠隔監視制御設備 Ｌ社 Ｍ社 99年6月に模擬テスト予定 小 数時間

Ｓ-０７ 交換設備（課金） Ｎ社 Ｏ社 99年5月に模擬テスト予定 小 数時間～１日程度

Ｓ-０８ 電源供給設備 Ｐ社 Ｑ社 対応確認中 小 数時間～１日程度

Ｓ-０９ 空調設備 Ｒ社 Ｓ社 ベンダーに確認済み 極小 数時間

＜注　釈＞
◆　資源通番、資源名称、サービス提供者名称、対策状況　：　ワークシートＮＯ．５より転記します。
◆　問題発生の可能性　：　対策状況を参考にして大／中／小／極小の区分で予想を記入します。
◆　問題が発生した場合の復旧迄の目標時間　：　対策状況を参考にして問題が発生した場合の復旧迄の目標時間を記入します。

－２４－



問題発生ｼﾅﾘｵの想定③　請求回収
＜ワークシートＮＯ．６＞

　　　　　　参照：「企業のための危機管理計画策定の手引き」　Ｐ35

問題発生想定一覧

業務名：　請求・回収業務　　

資源通番 資源名称 ｻｰﾋﾞｽ提供者 確認結果 当社判断
名称 対策状況 問題発生 問題が発生した場合

の可能性 の復旧迄の目標時間

Ｂ-０１ 顧客管理／料金計算システム ａ社 ｂ社 99年6月に模擬ﾃｽﾄ予定 小 数時間

Ｂ-０１ 顧客管理／料金計算システム ｃ社 ｅ社 99年3月に模擬ﾃｽﾄ完了 小 数時間

Ｂ-０２ 請求書作成システム ｆ社 ｇ社
99年3月に改修ｿﾌﾄｳｪｱ
のｲﾝｽﾄｰﾙ完了 小 数時間

Ｂ-０３ 請求書作成用部材 ｈ社 ｉ社 99年3月に模擬ﾃｽﾄ完了 小 数時間

Ｂ-０４ 郵便局 ｊ局 ｋ局 対応確認中 小 ２・３日

Ｂ-０５ 金融機関 ｌ銀行 ｍ銀行 対応確認中 小 ２・３日

Ｂ-０６ 電源供給設備 ｎ社 ｏ社 対応確認中 小 数時間～１日程度

Ｂ-０７ 空調設備 ｐ社 ｑ社 ベンダーに確認済み 極小 数時間

＜注　釈＞
◆　資源通番、資源名称、サービス提供者名称、対策状況　：　ワークシートＮＯ．５より転記します。
◆　問題発生の可能性　：　対策状況を参考にして大／中／小／極小の区分で予想を記入します。
◆　問題が発生した場合の復旧迄の目標時間　：　対策状況を参考にして問題が発生した場合の復旧迄の目標時間を記入します。

－２５－



ＳＴＥＰ　５　①
対応策の決定・詳細化

＜作業の目的＞

西暦2000年問題と関係の有る資源について、問題発生時の対応策を決定
します。基本的に対象となるのは停止があってはならない業務ですので、
代替策や軽減策を決めます。

＜作業手順＞
　
各資源毎に代替策や軽減策を書き出します。この作業にあたり、次のような
考慮や検討が必要になります。

１．　データ喪失の軽減策として、事前のバックアップの考慮が必要です。

２．　問題発生時の軽減策として、正常時の機能をどの程度グレードダウン
　 　 できるかという検討も必要です。

３．　可能であれば、同業者間の相互支援体制の確保も検討課題の一つ
　　　になります。

－２６－



対応策の決定・詳細化①　ｻｰﾋﾞｽ
＜ワークシートＮＯ．７＞

　　　　参照：「企業のための危機管理計画策定の手引き>」　Ｐ３７

業務名：　ｻｰﾋﾞｽ提供業務　　

資源通番 資源名称 問題発生想定（当社判断） 許容停止 対応策
問題発生 問題が発生した場合 期間 代替策 その他策
の可能性 の復旧迄の目標時間 実施有無 内容 実施有無 策のタイプ 内容

Ｓ-０１ 伝送設備 極小 数時間 無し ○
自社迂回ルート或いは他事
業者ルートへの切替 ○ 軽減策 ﾍﾞﾝﾀﾞｰの事前手配

Ｓ-０２ 交換設備（交換） 極小 数時間 無し ○
自社迂回ルート或いは他事
業者ルートへの切替 ○ 軽減策 ﾍﾞﾝﾀﾞｰの事前手配

Ｓ-０３ 無線設備 極小 数時間 無し ○
自社迂回ルート或いは他事
業者ルートへの切替 ○ 軽減策 ﾍﾞﾝﾀﾞｰの事前手配

Ｓ-０４ 線路設備 極小 数時間 無し ○
自社迂回ルート或いは他事
業者ルートへの切替 ○ 軽減策 ﾍﾞﾝﾀﾞｰの事前手配

Ｓ-０５ ﾃﾞｰﾀ設備（ﾙｰﾀ・ｻｰﾊﾞ） 小 数時間 無し ○ ﾊﾞｯｸｱｯﾌﾟ設備への切替 ○ 軽減策 ﾍﾞﾝﾀﾞｰの事前手配

Ｓ-０６ 遠隔監視制御設備 小 数時間 数時間 ○ 現場にて監視制御 ○ 軽減策 ﾍﾞﾝﾀﾞｰの事前手配

Ｓ-０７ 交換設備（課金） 小 数時間～１日程度 数時間～１日程度 × － ○ 軽減策 ﾍﾞﾝﾀﾞｰの事前手配

Ｓ-０８ 電源供給設備 小 数時間～１日程度 数時間～１日程度 ○ ﾊﾞｯｸｱｯﾌﾟ電源による給電 ○ 軽減策 ﾍﾞﾝﾀﾞｰの事前手配

Ｓ-０９ 空調設備 極小 数時間 数時間 × － × － －

＜注　釈＞
◆　資源通番、資源名称、問題発生の可能性、復旧迄の目標時間　：　ワークシートＮＯ．６より転記します。
◆　許容停止期間　：　ワークシートＮＯ．４より転記します。（同一資源で最も短いものを記入）
◆　代替策「実施有無」　：　問題発生時に代替策を実施する場合は○、実施しない場合は×を記入します。
◆　代替策「内容」　：　代替策の具体的内容を記入します。
◆　その他策「有無」　：　代替策以外の対応策を実施する場合は○、実施しない場合は×を記入します。
◆　その他策「策のタイプ」「内容」　：　その他策の種類と具体的内容を記入します。

－２７－



対応策の決定・詳細化①請求回収
＜ワークシートＮＯ．７＞

　　　　参照：「企業のための危機管理計画策定の手引き」　Ｐ３７

業務名：　請求・回収業務　　

資源通番 資源名称 問題発生想定（当社判断） 許容停止 対応策
問題発生 障害が発生した場合 期間 代替策 その他策
の可能性 の復旧迄の目標期間 実施有無 内容 実施有無 策のﾀｲﾌﾟ 内容

Ｂ-０１
顧客管理／料金計算シ
ステム 小 数時間 数時間 × － ○ 軽減策

ﾍﾞﾝﾀﾞｰの事前手配
重要ＤＢのダンプ

Ｂ-０１
顧客管理／料金計算シ
ステム 小 数時間 数時間 × － ○ 軽減策

ﾍﾞﾝﾀﾞｰの事前手配
重要ＤＢのダンプ

Ｂ-０２ 請求書作成システム 小 数時間 数時間 × － ○ 軽減策 ﾍﾞﾝﾀﾞｰの事前手配

Ｂ-０３ 請求書作成用部材 小 数時間 2ヶ月 × － ○ 軽減策 在庫調整

Ｂ-０４ 郵便局 小 ２・３日 １週間 ○ 他局振替 × － －

Ｂ-０５ 金融機関 小 ２・３日 数時間 × － × － －

Ｂ-０６ 電源供給設備 小
数時間～１日程度 数時間～

１日程度 ○
ﾊﾞｯｸｱｯﾌﾟ電源に
よる給電 ○ 軽減策 ﾍﾞﾝﾀﾞｰの事前手配

Ｂ-０７ 空調設備 極小 数時間 数時間 × － × － －

＜注　釈＞
◆　資源通番、資源名称、問題発生の可能性、復旧迄の目標時間　：　ワークシートＮＯ．６より転記します。
◆　許容停止期間　：　ワークシートＮＯ．４より転記します。（同一資源で最も短いものを記入）
◆　代替策「実施有無」　：　問題発生時に代替策を実施する場合は○、実施しない場合は×を記入します。
◆　代替策「内容」　：　代替策の具体的内容を記入します。
◆　その他策「有無」　：　代替策以外の対応策を実施する場合は○、実施しない場合は×を記入します。
◆　その他策「策のタイプ」「内容」　：　その他策の種類と具体的内容を記入します。

－２８－



ＳＴＥＰ　５　②
対応策の決定・詳細化

＜作業の目的＞

前ページの対応策を、実際に実行できるように作業手順を詳細に設定します。

＜作業手順＞
　
作業者、手順内容、必要な資源を設定します。

－２９－



対応策の決定・詳細化②　ｻｰﾋﾞｽ
＜ワークシートＮＯ．８＞
　　　　　　　　　　参照：「企業のための危機管理計画策定の手引き」　Ｐ３９

対応策詳細化ｼｰﾄ

業務名：ｻｰﾋﾞｽ提供業務　　
業務手順通番：Ｓ-⑥　　
業務手順名称：電源の供給　　
使用資源名称：電源供給設備　　
対応策：移動電源車（ﾊﾞｯｸｱｯﾌﾟ電源設備の一部）による給電　　

順序 作業者 手順 必要な資源

1 運用保全担当者 障害箇所の確認 監視端末など

2 運用保全担当者 障害箇所への移動電源車の配備手配 移動電源車配備ﾏﾆｭｱﾙ

3 運転手 障害箇所への移動 移動電源車

4 作業担当者 発電機燃料供給口と移動電源車の燃料補給口の接続 移動電源車

5 作業担当者 移動電源車の電源供給口と受電装置を接続 移動電源車

6 作業担当者 作動オペレーション 移動電源車

7 作業担当者 復旧確認 電話

8 作業担当者・運転手 撤収作業 －

＜注　釈＞
◆　業務名　：　ワークシートＮＯ．２より転記します。
◆　業務手順通番、業務手順名称　：　ワークシートＮＯ．２より転記します。
◆　使用資源名称　：　ワークシートＮＯ．２より転記します。
◆　対応策　：　ワークシートＮＯ．７より転記します。
◆　順序　：　通番を付与します。
◆　作業者　：　作業を行う担当を記入します。
◆　手順　：　作業の詳細を記入します。
◆　必要な資源　：　作業を行うために必要な機器、資材、器具などを記入します。

－３０－



対応策の決定・詳細化②請求回収
＜ワークシートＮＯ．８＞
　　　　　　　　　　参照：「企業のための危機管理計画策定の手引き」　Ｐ３９

対応策詳細化ｼｰﾄ

業務名：請求・回収業務　　
業務手順通番：Ｂ-⑥　　
業務手順名称：電源の供給　　
使用資源名称：電源供給設備　　
対応策：移動電源車（ﾊﾞｯｸｱｯﾌﾟ電源設備の一部）による給電　　

順序 作業者 手順 必要な資源

1 運用保全担当者 障害箇所の確認 監視端末など

2 運用保全担当者 障害箇所への移動電源車の配備手配 移動電源車配備ﾏﾆｭｱﾙ

3 運転手 障害箇所への移動 移動電源車

4 作業担当者 発電機燃料供給口と移動電源車の燃料補給口の接続 移動電源車

5 作業担当者 移動電源車の電源供給口と受電装置を接続 移動電源車

6 作業担当者 作動オペレーション 移動電源車

7 作業担当者 復旧確認 電話

8 作業担当者・運転手 撤収作業 －

＜注　釈＞
◆　業務名　：　ワークシートＮＯ．２より転記します。
◆　業務手順通番、業務手順名称　：　ワークシートＮＯ．２より転記します。
◆　使用資源名称　：　ワークシートＮＯ．２より転記します。
◆　対応策　：　ワークシートＮＯ．７より転記します。
◆　順序　：　通番を付与します。
◆　作業者　：　作業を行う担当を記入します。
◆　手順　：　作業の詳細を記入します。
◆　必要な資源　：　作業を行うために必要な機器、資材、器具などを記入します。

－３１－



ＳＴＥＰ　６
対策本部の体制・役割の決定

＜作業の目的＞

対策本部は、問題発生直後の緊急事態に全社を挙げて対処する為に
設置されるものです。
迅速な対応を行う必要から、情報の集中管理をし、経営者の判断を促し、　
指揮命令の徹底を図れるような体制が必要です。

問題の発生が想定される日には、あらかじめ対策本部を稼動させておく
必要があります。

正確な情報を迅速に収集する必要から、対策本部はなるべくフラットな
組織にする必要があります。

発生した、或いは発生する可能性のある問題について、対策本部を設置
すべきかどうかの判断は、プロジェクトで行うこととします。

＜作業手順＞
　
対策本部の機能と担当部署、役割を決定します。
組織図を作成し、各部署の責任者と連絡先を明記します。

－３２－



対策本部の体制・役割の決定①
＜ワークシートＮＯ．９＞

参照：「企業のための危機管理計画策定の手引き」　Ｐ４１
対策本部の機能と役割例

機能 担当部署 役割

プロジェクト責任者 ・プロジェクト責任者（役員） ・重要事項の最終意思決定

プロジェクトチーム ・関連部署の選任者 ・対策本部設置などの意思決定

対策本部長 ・設備担当部門の部門長 ・復旧対策などの重要意志決定
対策本部 ・各対策本部担当責 ・実際の実務ﾚﾍﾞﾙの決定

　任者により構成 ・各担当間の調整
企画担当 ・企画部 ・業務影響度の調査

・対外影響度の調査
ﾈｯﾄﾜｰｸ運用担当 ・技術部 ・問題発生原因調査

・ﾍﾞﾝﾀﾞｰへの連絡
・代替手段の準備・実施

ｼｽﾃﾑ担当 ・情報ｼｽﾃﾑ部 ・問題発生原因調査
・ﾍﾞﾝﾀﾞｰへの連絡
・ｼｽﾃﾑ応急処置・改修・復旧

ビル管理設備担当 ・総務部 ・問題発生原因調査
・ﾒｰｶｰ・ﾍﾞﾝﾀﾞｰへの連絡
・代替機器の調達

顧客対応担当 ・営業部 ・顧客への連絡・説明
・ｶｽﾀﾏｰｾﾝﾀｰ

広報担当 ・広報部 ・社内外への情報発信の一元化
・社内外広報
・マスコミ対応

法務担当 ・総務部 ・法務問題の対応
・法的規制の確認
・顧問弁護士等関係者との連絡

事務局 ・総務部 ・対策本部の設営
・対策本部の運営
・情報の記録・管理

＜注　釈＞
◆　機能　：　対策本部の構成を記入します。 ◆　担当部署　：　機能を担う部署（担当者）を記入します。
◆　役割　：　権限及び責任事項を記入します。

－３３－



対策本部の体制・役割の決定　②
＜ワークシートＮＯ．１０＞

参照：「企業のための危機管理計画策定の手引き」　Ｐ４２

　

西暦2000年問題緊急対策本部組織図

顧客対応
担当

企画
担当

ﾈｯﾄﾜｰｸ運用
担当

システム
担当

ビル
管理設備
担当

広報
担当

法務
担当

対策本部
◎（××取締役）
（××部長）

経営責任者
◎（××社長）
　（××専務）

企画部
◎（××部長）
　（××次長）

技術部
◎（××部長）
　（××次長）

情報ｼｽﾃﾑ部
◎（××部長）
　（××次長）

総務部
◎（××次長）
　（××課長）

営業部
◎（××部長）
　（××次長）

広報部
◎（××部長）
　（××課長）

総務部
◎（××部長）
　（××次長）

内線　　番号
外線　　番号
ＦＡＸ　番号
携帯　　番号

内線　　番号
外線　　番号
ＦＡＸ　番号
携帯　　番号

内線　　番号
外線　　番号
ＦＡＸ　番号
携帯　　番号

内線　　番号
外線　　番号
ＦＡＸ　番号
携帯　　番号

内線　　番号
外線　　番号
ＦＡＸ　番号
携帯　　番号

内線　　番号
外線　　番号
ＦＡＸ　番号
携帯　　番号

内線　　番号
外線　　番号
ＦＡＸ　番号
携帯　　番号

事務局

総務部
◎（××部長）
　（××次長）

内線　　番号
外線　　番号
ＦＡＸ　番号
携帯　　番号

◎：責任者
　（◎印無しは代行）

内線　　番号
外線　　番号
ＦＡＸ　番号
携帯　　番号

プロジェクト
◎（××取締役）
（××部長）

内線　　番号
外線　　番号
ＦＡＸ　番号
携帯　　番号

－３４－



ＳＴＥＰ　７　①
問題発生想定日の行動計画の策定

＜作業の目的＞

問題が発生し得る日を想定します。これには、自社の資源に限らず、
取引先や他の社会インフラなどを含みます。

＜作業手順＞
　
問題発生想定日と曜日を設定し、問題になる意味と問題発生の
可能性がある資源を書き込みます。

－３５－



問題発生想定日の行動計画の策定①
＜ワークシートＮＯ．１１＞

参照：「企業のための危機管理計画策定の手引き」　Ｐ４５

問題発生想定日設定一覧

年 月 日 曜日 営業 問題発生想定日の意味 問題発生の可能性がある資源 左記以外で通信の疎通に関連のある資源

1999 12 31 金 非営業日 2000年最初の日の前日 データ設備（ﾙｰﾀ・ｻｰﾊﾞ）、交換設備（課金）、遠隔監視制御設備 伝送設備、交換設備（交換）、無線設備、線路設備

電源供給設備、顧客管理／料金計算ｼｽﾃﾑ、請求書作成ｼｽﾃﾑ 空調設備

2000 1 1 土 非営業日 2000年の最初の日 データ設備（ﾙｰﾀ・ｻｰﾊﾞ）、交換設備（課金）、遠隔監視制御設備 伝送設備、交換設備（交換）、無線設備、線路設備

電源供給設備、顧客管理／料金計算ｼｽﾃﾑ、請求書作成ｼｽﾃﾑ 空調設備

2000 1 4 火 営業日 2000年最初の営業日 請求書作成システム、会計システム

2000 1 15 土 非営業日 2000年最初の請求処理日 顧客管理／料金計算システム

2000 1 22 土 非営業日 当該群最初の請求処理日 顧客管理／料金計算システム

2000 1 31 月 営業日 2000年最初の月末処理 顧客管理／料金計算システム、会計システム

当該群最初の請求処理日

2000 2 28 月 営業日 うるう日の前日 データ設備（ﾙｰﾀ・ｻｰﾊﾞ）、交換設備（課金）、遠隔監視制御設備 伝送設備、交換設備（交換）、無線設備、線路設備

電源供給設備、顧客管理／料金計算ｼｽﾃﾑ、請求書作成ｼｽﾃﾑ 空調設備

2000 2 29 火 営業日 うるう日 データ設備（ﾙｰﾀ・ｻｰﾊﾞ）、交換設備（課金）、遠隔監視制御設備 伝送設備、交換設備（交換）、無線設備、線路設備

電源供給設備、顧客管理／料金計算ｼｽﾃﾑ、請求書作成ｼｽﾃﾑ 空調設備

2000 3 1 水 営業日 うるう日後の初日 データ設備（ﾙｰﾀ・ｻｰﾊﾞ）、交換設備（課金）、遠隔監視制御設備 伝送設備、交換設備（交換）、無線設備、線路設備

電源供給設備、顧客管理／料金計算ｼｽﾃﾑ、請求書作成ｼｽﾃﾑ 空調設備

2000 3 31 金 営業日 2000年最初の年度末処理 顧客管理／料金計算システム、会計システム

＜注　釈＞

◆　Ｄ社では、毎月１５日、２２日、末日に請求処理を行っている。

－３６－



ＳＴＥＰ　７　②

＜作業の目的＞

問題発生想定日の行動計画を立てることにより、万一の場合に迅速な対応
ができるよう準備します。

＜作業手順＞
　
問題発生想定日毎の資源に対する確認作業内容、確認方法、作業担当者、
作業予定時刻、作業場所、問題が発生したと判断する事象、連絡系統を決
める必要があります。

－３７－



問題発生想定日の行動計画の策定②
＜ワークシートＮＯ．１２＞

参照：「企業のための危機管理計画計画策定の手引き」　Ｐ４７
〈Ｄ社の例〉(2000年1月1日)
問題発生想定日行動計画
日付：　2000年1月1日　

資源通番 資源名称 作業 確認 作業 作業予定 作業 問題発生 問題発生時の
内容 方法 担当者 時刻 場所 の事象 連絡系統

Ｓ-０１ 伝送設備 問題発生の確認 監視 技術部 0:00 ﾈｯﾄﾜｰｸ 通信の途絶 緊急対策本部召集
端末 ××課長 ｾﾝﾀｰ ﾍﾞﾝﾀﾞｰに連絡

Ｓ-０２ 交換設備（交換） 問題発生の確認 監視 技術部 0:00 ﾈｯﾄﾜｰｸ 交換作業の 緊急対策本部召集
端末 ××課長 ｾﾝﾀｰ 不能 ﾍﾞﾝﾀﾞｰに連絡

Ｓ-０３ 無線設備 問題発生の確認 監視 技術部 0:00 ﾈｯﾄﾜｰｸ 通信の途絶 緊急対策本部召集
端末 ××係長 ｾﾝﾀｰ ﾍﾞﾝﾀﾞｰに連絡

Ｓ-０４ 線路設備 問題発生の確認 監視 技術部 0:00 ﾈｯﾄﾜｰｸ 通信の途絶 緊急対策本部召集
端末 ××係長 ｾﾝﾀｰ ﾍﾞﾝﾀﾞｰに連絡

Ｓ-０５ ﾃﾞｰﾀ設備（ﾙｰﾀ・ｻｰﾊﾞ） 問題発生の確認 監視 技術部 0:00 ﾈｯﾄﾜｰｸ 通信の途絶 緊急対策本部召集
端末 ××課長 ｾﾝﾀｰ ﾍﾞﾝﾀﾞｰに連絡

Ｓ-０６ 遠隔監視制御設備 問題発生の確認 監視 技術部 0:00 ﾈｯﾄﾜｰｸ ﾈｯﾄﾜｰｸ監視 緊急対策本部召集
端末 ××課長 ｾﾝﾀｰ 作業の不能 ﾍﾞﾝﾀﾞｰに連絡

Ｓ-０７ 交換設備（課金） 問題発生の確認 監視 技術部 0:00 ﾈｯﾄﾜｰｸ 課金ﾃﾞｰﾀの 緊急対策本部召集
端末 ××係長 ｾﾝﾀｰ 作成不能 ﾍﾞﾝﾀﾞｰに連絡

Ｓ-０８ 電源供給設備 問題発生の確認 監視 技術部 0:00 ﾈｯﾄﾜｰｸ 電源供給の 緊急対策本部召集
端末 ××係長 ｾﾝﾀｰ 不能 ﾍﾞﾝﾀﾞｰに連絡

Ｓ-０９ 空調設備 問題発生の確認 作動 技術部 0:00 ﾈｯﾄﾜｰｸ 電源供給の
確認 ××係長 ｾﾝﾀｰ 不能 ﾍﾞﾝﾀﾞｰに連絡

Ｂ-０１ 顧客管理／料金計算システム 問題発生の確認 監視 情報ｼｽﾃﾑ部 0:00 ﾈｯﾄﾜｰｸ 課金ﾃﾞｰﾀの 緊急対策本部召集
端末 ××課長 ｾﾝﾀｰ 取得不能 ﾍﾞﾝﾀﾞｰに連絡

Ｂ-０２ 請求書作成システム 当日の作業なし 監視 情報ｼｽﾃﾑ部 0:00 ﾈｯﾄﾜｰｸ 請求作業
端末 ××課長 ｾﾝﾀｰ 不能 ﾍﾞﾝﾀﾞｰに連絡

Ｂ-０３ 請求書作成用部材 当日の作業なし － － － － － －
Ｂ-０４ 郵便局 当日の作業なし － － － － － －
Ｂ-０５ 金融機関 当日の作業なし － － － － － －
Ｂ-０６ 電源供給設備 問題発生の確認 監視 情報ｼｽﾃﾑ部 0:00 ﾈｯﾄﾜｰｸ 電源供給の 緊急対策本部召集

端末 ××課長 ｾﾝﾀｰ 不能 ﾍﾞﾝﾀﾞｰに連絡
Ｂ-０７ 空調設備 問題発生の確認 作動 情報ｼｽﾃﾑ部 0:00 ﾈｯﾄﾜｰｸ 電源供給の

確認 ××課長 ｾﾝﾀｰ 不能 ﾍﾞﾝﾀﾞｰに連絡
＜注　釈＞
◆　資源通番、資源名称　：　ワークシートＮＯ．６より転記します。 ◆　問題発生時の連絡系統　：　問題が発覚した場合の初動について記入します。
◆　作業内容　：　当日の作業の有無、有りの場合の作業内容について記入します。 ◆　確認方法　：　確認するための手段を記入します。
◆　作業担当者、作業予定時刻、作業場所　：　作業を行う担当者名、予定時刻、場所を記入します。
◆　問題発生の事象　：　確認を行なって問題発生とする事象を具体的に記入します。

－３８－



ＳＴＥＰ　８
問題発生時の行動計画の策定

＜作業の目的＞

問題発生時に担当毎に実行すべき内容を整理し、迅速な対応を行う
ことにより、問題や損失の拡大を抑えることができます。

＜作業手順＞
　
大きなタイミング毎に関連する部署が実行すべき内容について決めます。

－３９－



問題発生時の行動計画の策定
＜ワークシートＮＯ．１３＞

参照：「企業のための危機管理計画策定の手引き」　Ｐ５１
問題発生時の行動計画

問題発生資源名：　データ設備（ルータ・サーバ）　　
許容停止期間：　無し　　
タイムリミット：　復旧迄の目標時間（数時間）

担当 部署名 責任者名 具体的行動計画
初動 初動～タイムリミット タイムリミット時 障害回復時

プロジェクト 各部署より ××取締役 ・問題に関する情報収集 ・対応経過情報収集 ・対応経過情報収集 ・回復情報確認

選　任 ××部長 ・対策本部の設置決定 ・業務継続状況確認

対策本部 各部署より ××部長 ・問題に関する情報収集 ・対応経過情報収集 ・対応経過情報収集 ・回復情報発信
選　任

・問題に関する情報伝達と対応指示 ・対応経過情報発信 ・業務継続状況確認

企画担当 企画部 ××部長 ・業務影響度調査 ・関連部署への情報発信 ・事後処理についての

・対外影響度調査 検討

ﾈｯﾄﾜｰｸ 技術部 ××部長 ・問題発生情報発信 ・代替手段に必要な資源のセットアップ ・代替手段、軽減手段 ・ｼｽﾃﾑの再立ち上げ

運用担当 ・原因究明開始 ・代替手段への切替ﾀｲﾐﾝｸﾞ決定 への切替

・外部ﾍﾞﾝﾀﾞｰ、技術者の召集 ・復旧見通しの連絡 ・正常稼動確認

ｼｽﾃﾑ担当 情報ｼｽﾃﾑ部 ××部長 ・連鎖的影響調査 ・ｼｽﾃﾑ修正作業・修正確認テスト ・代替手段、軽減手段 ・ｼｽﾃﾑの再立ち上げ

・外部ﾍﾞﾝﾀﾞｰ、技術者の召集 への切替 ・正常稼動確認

取引先担当 営業部 ××部長 ・顧客への連絡 ・代替手段への切替連絡 ・通常手段への

ｶｽﾀﾏｰｾﾝﾀｰ ××ｾﾝﾀｰ長 ・顧客からの問合わせ対応 復旧連絡

広報担当 広報部 ××部長 ・情報収集 ・社外発表、復旧見通し発表 ・復旧発表

・社外発表文準備 ・業務継続状況発表
＜注　釈＞
◆　担当、部署名、責任者名　：　行動の担当別に記入します。
◆　初動、初動～タイムリミット、タイムリミット時、障害回復時　：　問題発生直後から復旧までの各タイミングでの行動計画をまとめます。

－４０－



ＳＴＥＰ　９　①
緊急連絡先の一覧化

＜作業の目的＞

社内の主要メンバーについては、緊急連絡先の一覧を用意する必要があり
ます。また、これら主要メンバーの問題発生想定日の行動スケジュールの
把握も必要です。

－４１－



緊急連絡先の一覧化①
＜ワークシートＮＯ．１４＞

参照：「企業のための危機管理計画策定の手引き」　Ｐ５３

担当連絡先一覧

担当 氏名 第一連絡先 第二連絡先 問題発生想定日の所在
大分類 詳細 2000/1/1

時間 場所

ﾈｯﾄﾜｰｸ運用 責任者 ××部長 ××‐××××‐×××× ×××‐×××××××× 0:00～24:00 対策本部

ﾈｯﾄﾜｰｸ運用 復旧担当 ××次長 ××‐××××‐×××× ×××‐×××××××× 0:00～24:00 対策本部

システム 責任者 ××部長 ××‐××××‐×××× ×××‐×××××××× 0:00～24:00 電算室

システム 復旧担当 ××次長 ××‐××××‐×××× ×××‐×××××××× 0:00～24:00 電算室

（以下同様）

＜注　釈＞
◆　担当「大分類」　：　対策本部レベルでの担当を記入します。
◆　担当「詳細」　：　詳細レベルでの担当を記入します。
◆　氏名　：　担当者の氏名を記入します。
◆　第一連絡先、第二連絡先　：　自宅連絡先、携帯電話などを記入します。
◆　問題発生想定日の所在「時間」「場所」　：　問題発生想定日の行動スケジュール（所在）を記入します。

－４２－



ＳＴＥＰ　９　②
緊急連絡先の一覧化

＜作業の目的＞

問題発生時には、各資源の提供者（メーカーやベンダー等）に迅速に
連絡する必要があります。この為、資源毎に連絡先を一覧化します。
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緊急連絡先の一覧化②
＜ワークシートＮＯ．１５＞

参照：「企業のための危機管理計画策定の手引き」　Ｐ５５
ｻｰﾋﾞｽ提供者連絡先一覧

資源通番 資源名称 ｻｰﾋﾞｽ提供者名称 担当部署 担当者氏名 連絡先

Ｓ-０１ 伝送設備 Ａ社 ××部 ××氏 ××‐××××‐××××
Ｂ社 ××部 ××氏 ××‐××××‐××××

Ｓ-０２ 交換設備（交換） Ｃ社 ××部 ××氏 ××‐××××‐××××
Ｅ社 ××部 ××氏 ××‐××××‐××××

Ｓ-０３ 無線設備 Ｆ社 ××部 ××氏 ××‐××××‐××××
Ｇ社 ××部 ××氏 ××‐××××‐××××

Ｓ-０４ 線路設備 Ｈ社 ××部 ××氏 ××‐××××‐××××
Ｉ社 ××部 ××氏 ××‐××××‐××××

Ｓ-０５ ﾃﾞｰﾀ設備（ﾙｰﾀ・ｻｰﾊﾞ） Ｊ社 ××部 ××氏 ××‐××××‐××××
Ｋ社 ××部 ××氏 ××‐××××‐××××

Ｓ-０６ 遠隔監視制御設備 Ｌ社 ××部 ××氏 ××‐××××‐××××
Ｍ社 ××部 ××氏 ××‐××××‐××××

Ｓ-０７ 交換設備（課金） Ｎ社 ××部 ××氏 ××‐××××‐××××
Ｏ社 ××部 ××氏 ××‐××××‐××××

Ｓ-０８ 電源供給設備 Ｐ社 ××部 ××氏 ××‐××××‐××××
Ｑ社 ××部 ××氏 ××‐××××‐××××

Ｓ-０９ 空調設備 Ｒ社 ××部 ××氏 ××‐××××‐××××
Ｓ社 ××部 ××氏 ××‐××××‐××××

Ｂ-０１ 顧客管理／料金計算システム ａ社 ××部 ××氏 ××‐××××‐××××
ｂ社 ××部 ××氏 ××‐××××‐××××

Ｂ-０１ 顧客管理／料金計算システム ｃ社 ××部 ××氏 ××‐××××‐××××
ｅ社 ××部 ××氏 ××‐××××‐××××

Ｂ-０２ 請求書作成システム ｆ社 ××部 ××氏 ××‐××××‐××××
ｇ社 ××部 ××氏 ××‐××××‐××××

Ｂ-０３ 請求書作成用部材 ｈ社 ××部 ××氏 ××‐××××‐××××
ｉ社 ××部 ××氏 ××‐××××‐××××

Ｂ-０４ 郵便局 ｊ局 ××部 ××氏 ××‐××××‐××××
ｋ局 ××部 ××氏 ××‐××××‐××××

Ｂ-０５ 金融機関 ｌ銀行 ××部 ××氏 ××‐××××‐××××
ｍ銀行 ××部 ××氏 ××‐××××‐××××

Ｂ-０６ 電源供給設備 ｎ社 ××部 ××氏 ××‐××××‐××××
ｏ社 ××部 ××氏 ××‐××××‐××××

Ｂ-０７ 空調設備 ｐ社 ××部 ××氏 ××‐××××‐××××
ｑ社 ××部 ××氏 ××‐××××‐××××

＜注　釈＞
◆　資源通番、資源名称、サービス提供者名称　：　ワークシートＮＯ．６より転記します。
◆　担当部署、担当者氏名　：　連絡先担当部署と担当者氏名を記入します。
◆　連絡先　：　連絡先電話番号を記入します。
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ＳＴＥＰ　１０
対策資源の準備計画の策定

＜作業の目的＞

ＳＴＥＰ　５で洗い出した対応策に必要な機器、備品、台帳等を整理し、
準備計画を策定します。
代替策だけではなく、軽減策に必要な計画も準備します。

実践を伴う訓練を実施する場合、そのタイミングに間に合うように準備
を進める必要があります。また、手配に長期間を要する場合もある為、
余裕をもった計画を策定する必要があります。
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対策資源の準備計画の策定
＜ワークシートＮＯ．１６＞

参照：「企業のための危機管理計画策定の手引き」　Ｐ５７

資源準備一覧

資源通番 目的 準備資源・作業名称 業務手順 準備方法 作業担当・期限 状況 備考
通番 （数量等）

期限 部署名 責任者

Ｓ-０１ 代替策
自社迂回ルート或いは他

事業者ルートへの切替 Ｓ-①
自社迂回ルート或いは他のｻｰ

ﾋﾞｽ提供業者の回線を準備 ××月××日 技術部 ××部長 未 －

Ｓ-０２ 代替策
自社迂回ルート或いは他

事業者ルートへの切替 Ｓ-②
自社迂回ルート或いは他のｻｰ

ﾋﾞｽ提供業者の回線を準備 ××月××日 技術部 ××部長 未 －

Ｓ-０３ 代替策
自社迂回ルート或いは他

事業者ルートへの切替 Ｓ-③
自社迂回ルート或いは他のｻｰ

ﾋﾞｽ提供業者の回線を準備 ××月××日 技術部 ××部長 未 －

Ｓ-０４ 代替策
自社迂回ルート或いは他

事業者ルートへの切替 Ｓ-④
自社迂回ルート或いは他のｻｰ

ﾋﾞｽ提供業者の回線を準備 ××月××日 技術部 ××部長 未 －

Ｓ-０５ 代替策 ﾊﾞｯｸｱｯﾌﾟ設備への切替 Ｓ-⑤ ﾊﾞｯｸｱｯﾌﾟ設備の稼動確認 9月30日 技術部 ××部長 未 －

Ｓ-０６ 代替策 現場にて監視制御 Ｓ-⑥
全国の拠点設備の点検・稼動

確認 ××月××日 技術部 ××課長 未 －

Ｓ-０８ 代替策 ﾊﾞｯｸｱｯﾌﾟ電源による給電 Ｓ-⑧ ﾊﾞｯｸｱｯﾌﾟ電源の稼動確認 ××月××日 技術部 ××課長 確認中 －

（以下省略）

＜注　釈＞
◆　目的　：　準備の目的を分類します。上記例の他に軽減策の表を作る必要があります。
◆　業務手順通番　：　当資源を使用する業務手順通番を記入します。

－４６－



【電気通信事業者における連絡体制】

　 一般に、電気通信事業者においては、社内情報管理体制と対外的な連絡体制の２本立ての体制が必要と考えられます（下図参照）。
また、それぞれの体制で連絡先一覧を作成しておく必要があります。

★社内情報管理体制（情報管理センター（仮称）の設置）
　 ２０００年問題に起因するすべてのトラブル等の情報収集、整理・分析および一元管理を行うことで、トラブル発生時迅速なアクションが
可能となります。さらに対外的に正確な情報提供が可能となり、無用の混乱を未然に防止することが可能となります。問題発生時には対
策本部と連携を取って対応を実施します。また、情報管理センターの機能を独立した体制とするか、２０００年対策本部内に包括するかは、
各事業者の考えに基き判断してください。

★対外的な連絡体制（対外窓口の設置）
　 通信サービスの提供に当たり、専用の対外連絡窓口を構築することが望ましいと考えられます。具体的な連絡対象としては、お客様、
取引先、事業者相互および公的機関等が考えられます。

２０００年問題対策本部

●情報管理センターと連携して問題対処を迅速に行う

情報管理センター（仮称）

　●２０００年問題関連情報収集・一元管理

　●２０００年問題関連情報の整理・分析　等

お客様 取引先 事業者 公的機関

対外窓口

情報提供 フィードバック

対外連絡先一覧

担当連絡先一覧

サービス提供者連絡先一覧

─ 47 ─



教育・訓練

教　育　・　訓　練

１．教育について

　　本計画を元に、一般社員向けの「西暦２０００年問題危機管理計画マニュアル（仮称）」を作成・配付し、

危機管理計画への理解を深めるとともに、一般社員における注意事項を周知徹底させます。

２．訓練について

　　本計画に基いた訓練をスケジュール化し実行します。最低限次の２種類の訓練を実行する必要があります。

１）　対策本部シュミレーション訓練

　　　発生する問題については、想定した机上シミュレーション訓練を実施します。

　　　対策本部の設置場所、連絡網、備えるべき備品などについては可能な限り手配し、事前準備に漏れ

　がないことの確認を行います。

　　　対象　：　対策本部メンバー、プロジェクトメンバー　

２）　代替策実施訓練

　　　問題発生時の代替策への切替手順及び代替策の実際の試行を実施します。

　　　対象　：　代替策実施業務担当部門

－４８－



計画の改訂について

計画の改訂／強化について

　本計画は、問題発生時における同業者間での情報共有体制や相互支援体制、他のライフラインを提供している業界

との情報共有体制など、社会インフラとしての第一種電気通信事業の責務を果すべく必要とされる内容が決まり次第、

都度、見直しを行ない改訂してゆくこととします。

　また当社経営資源については、対策状況及び問題発生の可能性が出揃う９月をめどに再度全体的な見直しを行なう

こととします。

－４９－


